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二

地
方
特
例
交
付
金
等
の
地
方
財
政
の
特
別
措
置
に
関

す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

特
別
区
財
政
調
整
交
付
金
の
基
準
財
政
収
入
額
の
算

定
方
法
に
つ
い
て
所
要
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し

た
。（
第
二
条
関
係
）

三

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
施

行
令
の
一
部
改
正
関
係

１

早
期
健
全
化
基
準
及
び
財
政
再
生
基
準
の
算
定
の

際
に
用
い
る
標
準
的
な
収
入
規
模
の
額
の
算
定
方
法

に
つ
い
て
所
要
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
附

則
第
六
条
〜
第
九
条
関
係
）

２

財
政
再
生
基
準
以
上
で
あ
り
、
財
政
再
生
計
画
に

つ
い
て
総
務
大
臣
の
同
意
を
得
て
い
な
い
地
方
公
共

団
体
に
お
け
る
起
債
の
特
例
に
つ
い
て
所
要
の
見
直

し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
〇
条
関
係
）

四

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

¶
¶
¸
¹
º
»
¼
¶
¶

◇
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法

律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令（
政
令
第
八
七
号
）

（
財
務
省
）

１

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る

法
律
の
適
用
対
象
と
な
る
給
付
金
と
し
て
地
域
自
主
戦

略
交
付
金
等
を
追
加
す
る
と
と
も
に
、
廃
止
さ
れ
た
給

付
金
の
規
定
を
削
除
す
る
こ
と
と
し
た
。

２

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
関
税
定
率
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴

う
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す
る
政
令
（
政
令
第
八
八

号
）（
財
務
省
）

１

関
税
定
率
法
等
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
次
に
よ
り
関

係
政
令
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

^

外
国
貿
易
機
等
の
運
航
者
等
に
対
し
、
予
約
情
報

等
に
関
し
て
報
告
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
事
項
及

び
報
告
の
期
限
を
定
め
る
。（
関
税
法
施
行
令
第
一
三

条
、
第
一
四
条
、
第
一
八
条
及
び
第
一
八
条
の
二
関

係
）

_

貨
物
を
保
税
地
域
等
に
入
れ
る
こ
と
な
く
輸
出
申

告
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
す
る
こ
と
に
伴
う

規
定
の
整
備
を
行
う
。（
関
税
法
施
行
令
第
五
八
条
、

第
五
九
条
の
六
及
び
第
五
九
条
の
七
関
係
）

`

特
定
委
託
輸
出
申
告
及
び
特
定
製
造
貨
物
輸
出
申

告
に
対
す
る
特
例
措
置
の
改
善
に
伴
う
規
定
の
整
備

を
行
う
。（
関
税
法
施
行
令
第
五
九
条
の
一
一
関
係
）

２

税
関
支
署
の
長
に
委
任
さ
れ
る
権
限
に
つ
い
て
、
税

関
長
が
、
そ
の
範
囲
を
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と

と
し
た
。（
関
税
法
施
行
令
第
九
二
条
関
係
）

３

多
度
津
港
を
開
港
に
指
定
す
る
こ
と
と
し
た
。（
関
税

法
施
行
令
別
表
第
一
関
係
）

４

特
恵
関
税
制
度
に
つ
い
て
、
次
に
よ
り
改
正
を
行
う

こ
と
と
し
た
。

^

特
恵
関
税
の
便
益
を
与
え
な
い
物
品
と
し
て
タ

イ
、
中
国
及
び
ブ
ラ
ジ
ル
を
原
産
地
と
す
る
特
定
の

物
品
を
指
定
す
る
。（
関
税
暫
定
措
置
法
施
行
令
第
二

五
条
）

_

特
別
特
恵
受
益
国
か
ら
モ
ル
デ
ィ
ブ
を
除
外
す

る
。（
関
税
暫
定
措
置
法
施
行
令
第
二
五
条
関
係
）

`

特
恵
受
益
国
か
ら
オ
マ
ー
ン
、
ト
リ
ニ
ダ
ー
ド
・

ト
バ
ゴ
及
び
バ
ル
バ
ド
ス
を
除
外
す
る
。（
関
税
暫
定

措
置
法
施
行
令
別
表
第
一
関
係
）

５

保
税
蔵
置
場
等
の
許
可
を
受
け
る
者
が
納
付
す
べ
き

手
数
料
の
額
を
見
直
す
こ
と
と
し
た
。（
税
関
関
係
手
数

料
令
第
二
条
〜
第
四
条
関
係
）

６

関
税
割
当
制
度
の
適
用
を
受
け
る
物
品
に
つ
き
平
成

二
三
年
度
又
は
同
年
度
上
期
の
関
税
割
当
数
量
を
定
め

る
こ
と
と
し
た
。（
関
税
割
当
制
度
に
関
す
る
政
令
別
表

関
係
）

７

こ
の
政
令
は
、
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、

平
成
二
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
港
湾
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第
八

九
号
）（
国
土
交
通
省
）

１

国
際
戦
略
港
湾
、
国
際
拠
点
港
湾
、
重
要
港
湾
及
び

避
難
港
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
及
び
別
表
第

一
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
内
閣
府
に
お
い
て
交
付
金
の
配
分
計
画
に
関
す
る
事
務

を
行
う
事
業
又
は
事
務
を
定
め
る
政
令
（
政
令
第
九
〇

号
）（
内
閣
府
本
府
）

１

内
閣
府
設
置
法
第
四
条
第
三
項
第
七
号
の
地
方
公
共

団
体
に
よ
る
自
主
的
な
選
択
に
基
づ
い
て
実
施
さ
れ
る

事
業
又
は
事
務
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。

２

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
政
令
第
九
一
号
）（
財
務
省
）

一

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係
（
第
一

条
関
係
）

１

特
定
地
域
に
お
け
る
工
業
用
機
械
等
の
特
別
償
却

制
度
に
お
け
る
半
島
振
興
対
策
実
施
地
域
に
係
る
措

置
及
び
半
島
振
興
対
策
実
施
地
域
の
う
ち
過
疎
地
域

に
類
す
る
地
区
に
係
る
措
置
、
過
疎
地
域
に
係
る
措

置
、
離
島
振
興
対
策
実
施
地
域
に
係
る
措
置
及
び
離

島
振
興
対
策
実
施
地
域
の
う
ち
過
疎
地
域
に
類
す
る

地
区
に
係
る
措
置
、
奄
美
群
島
に
係
る
措
置
及
び
奄

美
群
島
の
う
ち
過
疎
地
域
に
類
す
る
地
区
に
係
る
措

置
並
び
に
振
興
山
村
に
係
る
措
置
の
適
用
期
限
を
三

月
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行

令
第
六
条
の
三
、
第
二
八
条
の
九
関
係
）

２

認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
に
対
す
る
寄
附
金
の

損
金
算
入
等
の
特
例
に
お
け
る
認
定
特
定
非
営
利
活

動
法
人
の
認
定
要
件
に
係
る
次
の
措
置
の
適
用
期
限

を
三
月
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法

施
行
令
第
三
九
条
の
二
三
関
係
）

^

経
常
収
入
金
額
の
う
ち
に
寄
附
金
等
収
入
金
額

が
占
め
る
割
合
を
五
分
の
一
以
上
（
原
則
三
分
の

一
以
上
）
と
す
る
特
例

_

小
規
模
法
人
に
つ
い
て
経
常
収
入
金
額
の
う
ち

に
寄
附
金
等
収
入
金
額
が
占
め
る
割
合
の
計
算
を

簡
易
な
計
算
式
で
行
う
こ
と
が
で
き
る
特
例

二

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
平
成
二
〇
年
政
令
第
一
六
一
号
）
の
一
部
改
正
関
係

（
第
二
条
関
係
）

認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
に
対
す
る
寄
附
金
の
損

金
算
入
等
の
特
例
に
お
け
る
初
回
の
認
定
を
受
け
よ
う

と
す
る
法
人
の
申
請
に
係
る
認
定
の
要
件
の
実
績
判
定

期
間
を
二
年
（
原
則
五
年
）
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
特

例
措
置
の
適
用
期
限
を
三
月
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

附
則
第
四
四
条
関
係
）

三

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
平
成
二
十
二
年
度
に
お
け
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
に
関

す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

九
二
号
）（
厚
生
労
働
省
）

１

国
民
生
活
等
の
混
乱
を
回
避
す
る
た
め
の
平
成
二
十

二
年
度
に
お
け
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
に
関
す
る
法
律

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
三
年
法
律
第
一
四

号
）
の
施
行
に
伴
い
、
所
要
の
規
定
の
整
理
を
行
う
こ

と
と
し
た
。（
本
則
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
平
成
二
十
二
年
度
に
お
け
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
に
関

す
る
法
律
に
基
づ
き
市
町
村
に
交
付
す
る
事
務
費
に
関

す
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令（
政
令
第
九
三
号
）

（
厚
生
労
働
省
）

１

平
成
二
三
年
度
に
お
い
て
政
府
が
市
町
村
（
特
別
区

を
含
む
。
以
下
同
じ
。）に
交
付
す
る
交
付
金（
以
下「
子

ど
も
手
当
事
務
費
交
付
金
」
と
い
う
。）の
総
額
は
、
子

ど
も
手
当
の
事
務
の
処
理
に
要
す
る
子
ど
も
手
当
受
給

者
一
人
当
た
り
の
費
用
の
額
と
し
て
厚
生
労
働
大
臣
が

一
、
四
八
七
円
を
基
準
と
し
て
定
め
る
額
に
、
同
年
度

の
四
月
か
ら
九
月
ま
で
の
各
月
末
に
お
け
る
子
ど
も
手

当
受
給
者
（
平
成
二
十
二
年
度
等
に
お
け
る
子
ど
も
手

当
の
支
給
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
二
年
法
律
第
一
九

号
）
第
二
一
条
に
規
定
す
る
児
童
手
当
等
受
給
資
格
者

に
該
当
す
る
者
を
除
く
。）の
数
の
合
計
数
と
し
て
厚
生

労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
数
を
六

で
除
し
て
得
た
数
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
こ
と
と
し

た
。（
本
則
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
平
成
二
十
二
年
度
等
に
お
け
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
に

関
す
る
法
律
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
適
用
す

る
児
童
手
当
法
に
基
づ
き
一
般
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る

平
成
二
十
三
年
四
月
か
ら
九
月
ま
で
の
月
分
の
拠
出
金

に
係
る
拠
出
金
率
を
定
め
る
政
令
（
政
令
第
九
四
号
）

（
厚
生
労
働
省
）

１

平
成
二
十
二
年
度
等
に
お
け
る
子
ど
も
手
当
の
支
給

に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
二
年
法
律
第
一
九
号
）
第
二

〇
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
適
用
す
る
児
童
手
当
法

（
昭
和
四
六
年
法
律
第
七
三
号
）
第
二
一
条
第
一
項
の

平
成
二
三
年
四
月
か
ら
九
月
ま
で
の
月
分
の
拠
出
金
に

係
る
拠
出
金
率
は
、
一
、
〇
〇
〇
分
の
一
・
三
と
す
る

こ
と
と
し
た
。（
本
則
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

œ
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